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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第43期

第１四半期
連結累計期間

第44期
第１四半期
連結累計期間

第43期

会計期間
自　平成27年３月１日
至　平成27年５月31日

自　平成28年３月１日
至　平成28年５月31日

自　平成27年３月１日
至　平成28年２月29日

売上高 (千円) 41,383,155 43,166,391 169,398,042

経常利益 (千円) 346,697 1,017,800 3,194,369

親会社株主に帰属する
四半期（当期）純利益又は
親会社株主に帰属する
四半期純損失（△）

(千円) △94,576 529,731 1,310,344

四半期包括利益又は包括利益 (千円) △159,701 511,905 845,421

純資産額 (千円) 15,511,562 16,546,195 16,396,424

総資産額 (千円) 50,419,019 49,076,164 47,991,187

１株当たり四半期（当期）純利
益金額又は四半期純損失金額
(△)

(円) △2.99 16.77 41.42

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― 16.72 41.29

自己資本比率 (％) 30.1 33.2 33.9
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第43期第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在

するものの１株当たり四半期純損失金額であるため、記載しておりません。

４.「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、当第１四半期連結

累計期間より、「四半期（当期）純利益又は四半期純損失」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利

益又は親会社株主に帰属する四半期純損失」としております。
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２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の子会社）が営んでいる事業の内容に重要な変

更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。　
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間における、本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリス

ク」についての重要な変更はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等は行われておりません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断

したものであります。

　なお、当第１四半期連結累計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）

等を適用し、「四半期純利益」を「親会社株主に帰属する四半期純利益」、「四半期純損失」を「親会社株主に帰属す

る四半期純損失」としております。

 
(1) 業績の状況

　当第１四半期連結累計期間（平成28年３月１日から平成28年５月31日まで）は、企業収益や雇用情勢の改善等、緩や

かな回復基調で推移したものの、円高や株価の乱高下、中国をはじめとする新興国や資源国等の景気の下振れ等、景気

の先行きは不透明な状況が継続しました。

　食品小売業界におきましても、消費マインドの減退に加え、コンビニエンスストアやドラッグストア等との業種業態

を越えた競争の激化により、依然として厳しい経営環境にありました。

　このような状況の中、売上高の拡大に向けて５店舗の改装を行い、店舗展開地域のシェア向上に努めました。特に、

伊勢志摩サミット開催地域にある「マックスバリュララパーク店」（三重県伊勢市）、「マックスバリュ鵜方店」（三

重県志摩市）では、改装を機に、地元産の野菜や特産品を集めた地産地消コーナーを強化し、地域のお客さまに加え、

観光等でお越しになるお客さまのニーズにもお応えできる売場づくりを行いました。

　商品力の強化においては、生鮮部門の販売拡大を目指し、商品の開発と発掘、改廃を積極的に推進しました。中で

も、簡便性の高い「サラダ」「寿司」「惣菜」等は、毎月３０品目以上の商品を新規に導入し、販売しました。

　これらの取り組みにより、売上高既存比は前年同期比104.5％と計画を上回って推移しました。

　並行して、収益構造改革にも継続して取り組み、競争激化に伴い販売促進費が増加したものの、店舗維持費等の見直

し効果もあり、販売費および一般管理費は概ね計画どおり進捗しております。

　また、連結子会社のデリカ食品株式会社および永旺美思佰楽（江蘇）商業有限公司についても概ね計画どおり推移し

ました。

　以上の結果、当第１四半期連結累計期間の営業収益（売上高とその他の営業収入の合計）は442億97百万円（前年同期

比4.2％増）、営業利益は10億13百万円（前年同期比196.3％増）、経常利益は10億17百万円（前年同期比193.6％増）、

親会社株主に帰属する四半期純利益は５億29百万円（前年同期は94百万円の親会社株主に帰属する四半期純損失）とな

りました。
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(2) 財政状態の分析

(流動資産)

当第１四半期連結会計期間末における流動資産の残高は、177億64百万円(前連結会計年度末比8.9％増)となりま

した。増減の主な内訳は、関係会社短期貸付金が11億円、流動資産の「その他」が４億47百万円増加し、流動資産

合計で14億55百万円増加しております。

 

(固定資産)

当第１四半期連結会計期間末における固定資産の残高は、313億11百万円(前連結会計年度末比1.2％減)となりま

した。増減の主な内訳は、有形固定資産が１億42百万円、投資その他の資産が２億９百万円減少し、固定資産合計

で３億70百万円減少しております。

 

(流動負債)

当第１四半期連結会計期間末における流動負債の残高は、248億33百万円(前連結会計年度末比9.7％増)となりま

した。増減の主な内訳は、買掛金が11億76百万円、１年内返済予定の長期借入金が８億70百万円増加し、流動負債

合計で21億92百万円増加しております。

 

(固定負債)

当第１四半期連結会計期間末における固定負債の残高は、76億96百万円(前連結会計年度末比14.0％減)となりま

した。増減の主な内訳は、長期借入金が11億34百万円減少し、固定負債合計で12億57百万円減少しております。

 

(純資産)

当第１四半期連結会計期間末における純資産の残高は、165億46百万円(前連結会計年度末比0.9％増)となりまし

た。増減の主な内訳は、親会社株主に帰属する四半期純利益の計上５億29百万円及び配当金の支払３億78百万円等

により利益剰余金が１億50百万円増加し、純資産合計で１億49百万円増加しております。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。

 

(4) 研究開発活動

　該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 80,000,000

計 80,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成28年５月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成28年７月15日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 31,734,623 31,734,623
名古屋証券取引所
（市場第二部）

単元株式数
100株

計 31,734,623 31,734,623 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

当第１四半期会計期間において発行した新株予約権は、次のとおりであります。

決議年月日 平成28年４月13日

新株予約権の数(個) 170

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 　   17,000　(注)１

新株予約権の行使時の払込金額(円) １

新株予約権の行使期間
平成28年６月10日～
平成43年６月９日

新株予約権の行使により株式を発行する
場合の株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　　992　(注)２
資本組入額　　496　(注)３

 
 
 
 

新株予約権の行使の条件

 

①　新株予約権を割り当てられた者は、権利行使時にお

いても当社の取締役または監査役の地位にあることを

要する。ただし、当社の取締役及び監査役を退任した

場合であっても、退任日から５年以内に限って権利行

使ができるものとする。

②　新株予約権については、その数の全数につき一括し

て行使することとし、これを分割して行使することは

できないものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡し、又はこれを担保に供することはで
きない。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―
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(注) １　当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。ただ

し、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数につ

いて行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

調整後株式数　＝　調整前株式数　×　分割(又は併合)の比率

当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い新株予約権が承継される場合、又は当社が新設分割もしくは

吸収分割を行う場合、その他これらの場合に準じ株式数の調整を必要とする場合、当社は必要と認める株式

数の調整を行う。

２　発行価格は、新株予約権の行使時の払込金額(１株当たり１円)と付与日における新株予約権の公正な評価単

価(１株当たり991円)を合算しております。なお、各取締役に割当てられた新株予約権の公正な評価単価相

当額については、当該取締役のこれと同額の報酬債権をもって、付与日において合意相殺しております。

３　新株予約権の行使による株式の発行については、自己株式を充当する場合には、資本組入は行わないものと

する。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 

　　　該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

 

　　　該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成28年３月１日～
平成28年５月31日

― 31,734,623 ― 3,950,498 ― 5,441,207

 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

EDINET提出書類

マックスバリュ中部株式会社(E03122)

四半期報告書

 7/17



 

(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成28年２月29日）に基づく株主名簿による記載をしております。

① 【発行済株式】

   平成28年５月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）

普通株式
153,000　

― ―

完全議決権株式(その他)
 普通株式

31,576,300
315,763 ―

単元未満株式 普通株式　5,323 ― ―

発行済株式総数 31,734,623 ― ―

総株主の議決権 ― 315,763 ―
 

　

 

② 【自己株式等】

  平成28年５月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式）
マックスバリュ中部
株式会社

愛知県名古屋市中区
錦一丁目18番22号

153,000 ― 153,000 0.48

計 ― 153,000 ― 153,000 0.48
 

 

２ 【役員の状況】

　　該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成28年３月１日から平成

28年５月31日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成28年３月１日から平成28年５月31日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度

(平成28年２月29日)
当第１四半期連結会計期間

(平成28年５月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 3,584,739 3,316,836

  売掛金 230,099 287,161

  商品 3,942,667 4,043,795

  繰延税金資産 419,096 437,064

  関係会社短期貸付金 3,800,000 4,900,000

  その他 4,332,090 4,779,380

  流動資産合計 16,308,692 17,764,238

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 14,340,328 14,177,009

   機械装置及び運搬具（純額） 117,629 125,429

   土地 5,805,753 5,804,851

   建設仮勘定 123,987 175,249

   その他（純額） 2,441,208 2,403,779

   有形固定資産合計 22,828,908 22,686,319

  無形固定資産   

   のれん 221,184 211,265

   その他 171,390 162,475

   無形固定資産合計 392,574 373,740

  投資その他の資産   

   投資有価証券 494,859 515,741

   繰延税金資産 2,295,516 2,187,663

   差入保証金 4,768,161 4,664,167

   その他 1,026,387 1,000,662

   貸倒引当金 △123,913 △116,369

   投資その他の資産合計 8,461,011 8,251,864

  固定資産合計 31,682,494 31,311,925

 資産合計 47,991,187 49,076,164

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 14,446,131 15,623,041

  1年内返済予定の長期借入金 837,580 1,707,580

  未払金及び未払費用 3,544,144 3,707,526

  未払法人税等 749,294 497,311

  未払消費税等 762,919 579,380

  賞与引当金 844,271 1,002,394

  役員業績報酬引当金 66,260 14,974

  店舗閉鎖損失引当金 11,407 10,816

  設備関係支払手形 338,057 469,496

  その他 1,040,679 1,221,135

  流動負債合計 22,640,747 24,833,657
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度

(平成28年２月29日)
当第１四半期連結会計期間

(平成28年５月31日)

 固定負債   

  長期借入金 3,196,308 2,062,188

  店舗閉鎖損失引当金 20,339 20,339

  その他の引当金 3,626 4,199

  退職給付に係る負債 120,780 107,302

  長期預り保証金 3,276,434 3,213,424

  資産除去債務 1,530,054 1,536,056

  その他 806,472 752,800

  固定負債合計 8,954,015 7,696,311

 負債合計 31,594,763 32,529,968

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 3,950,498 3,950,498

  資本剰余金 7,608,996 7,431,228

  利益剰余金 5,025,443 5,176,196

  自己株式 △163,055 △152,844

  株主資本合計 16,421,882 16,405,079

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 △13,600 539

  為替換算調整勘定 77,567 78,488

  退職給付に係る調整累計額 △202,622 △201,602

  その他の包括利益累計額合計 △138,655 △122,574

 新株予約権 78,502 88,504

 非支配株主持分 34,694 175,185

 純資産合計 16,396,424 16,546,195

負債純資産合計 47,991,187 49,076,164
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成27年３月１日
　至 平成27年５月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成28年３月１日
　至 平成28年５月31日)

売上高 41,383,155 43,166,391

売上原価 30,967,904 32,073,998

売上総利益 10,415,250 11,092,393

その他の営業収入 1,130,112 1,130,719

営業総利益 11,545,363 12,223,112

販売費及び一般管理費 11,203,309 11,209,625

営業利益 342,054 1,013,487

営業外収益   

 受取利息 4,241 4,583

 受取配当金 1,795 1,915

 違約金収入 648 1,036

 貸倒引当金戻入額 1,343 7,543

 その他 13,961 14,974

 営業外収益合計 21,990 30,053

営業外費用   

 支払利息 15,284 13,040

 為替差損 - 10,786

 その他 2,063 1,913

 営業外費用合計 17,347 25,740

経常利益 346,697 1,017,800

特別利益   

 投資有価証券売却益 5,650 -

 特別利益合計 5,650 -

特別損失   

 減損損失 71,964 -

 出店計画中止損 11,821 -

 特別損失合計 83,786 -

税金等調整前四半期純利益 268,561 1,017,800

法人税、住民税及び事業税 33,418 442,823

法人税等調整額 393,324 75,923

法人税等合計 426,743 518,747

四半期純利益又は四半期純損失（△） △158,182 499,053

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △63,605 △30,678

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主
に帰属する四半期純損失（△）

△94,576 529,731
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成27年３月１日
　至 平成27年５月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成28年３月１日
　至 平成28年５月31日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） △158,182 499,053

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 2,287 14,140

 為替換算調整勘定 △1,191 △2,307

 退職給付に係る調整額 △2,615 1,019

 その他の包括利益合計 △1,519 12,852

四半期包括利益 △159,701 511,905

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 △95,619 545,812

 非支配株主に係る四半期包括利益 △64,082 △33,906
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【注記事項】

(会計方針の変更)

（企業結合に関する会計基準等の適用）

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日。以下「連結会計基準」とい

う。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業分離等会計基

準」という。）等を、当第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持分

変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上する

方法に変更いたしました。また、当第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会

計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半期連結財務諸表に反

映させる方法に変更いたします。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持分への表

示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第１四半期連結累計期間及び前連結会計年度につ

いては、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項（４）、連結会計基準第44－５項（４）及び

事業分離等会計基準第57－４項（４）に定める経過的な取扱いに従っており、当第１四半期連結会計期間の期首時点

から将来にわたって適用しております。

この結果、当第１四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響はありま

せん。また、当第１四半期連結会計期間末の資本剰余金が、174,398千円減少しております。

 
 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。

　なお、第１四半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれん

の償却額は、次のとおりであります。　

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成27年３月１日
　至　平成27年５月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成28年３月１日
　至　平成28年５月31日)

減価償却費 704,077千円 664,626千円

のれんの償却額 9,919千円 9,919千円
 

 

(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間(自　平成27年３月１日　至　平成27年５月31日)

　　配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年５月22日
定時株主総会

普通株式 380,006 12 平成27年２月28日 平成27年５月25日 利益剰余金
 

 

当第１四半期連結累計期間(自　平成28年３月１日　至　平成28年５月31日)

　　配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年４月13日
取締役会

普通株式 378,978 12 平成28年２月29日 平成28年５月２日 利益剰余金
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自　平成27年３月１日　至　平成27年５月31日）及び当第１四半期連結累計期間

（自　　　平成28年３月１日　至　平成28年５月31日）

 当社グループは、商品小売事業及びこれらに付帯する業務の単一事業であり、開示対象となるセグメントがないた

め記載を省略しております。

 

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四

半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第１四半期連結累計期間
(自　平成27年３月１日
至　平成27年５月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成28年３月１日
至　平成28年５月31日)

(1) １株当たり四半期純利益金額
　　又は１株当たり四半期純損失金額（△）

△2円99銭 16円77銭

　　（算定上の基礎）   

　親会社株主に帰属する四半期純利益金額
　　又は親会社株主に帰属する
　　四半期純損失金額（△）（千円）　

△94,576 529,731

　　普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―

　　普通株式に係る親会社株主に帰属する
　　四半期純利益金額又は親会社株主に帰属する
　　四半期純損失金額（△）（千円）

△94,576 529,731

　　普通株式の期中平均株式数(株) 31,676,808 31,589,541

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ― 16円72銭

　　（算定上の基礎）   

　親会社株主に帰属する四半期純利益調整額(千円) ― ―

　普通株式増加数(株) ― 90,116

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た

り四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式

で、前連結会計年度末から重要な変動があったものの

概要

― ―

 

（注）前第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するも

のの１株当たり四半期純損失金額であるため記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 

２ 【その他】

平成28年４月13日開催の取締役会において、平成28年２月29日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり

期末配当を行うことを決議いたしました。

①　配当金の総額                               378,978千円

②　１株当たりの金額      　                     12円00銭

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日  平成28年５月２日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

 

 

平成28年７月６日
 

マ　ッ　ク　ス　バ　リ　ュ　中　部　株　式　会　社

　　　　取　　締　　役　　会　　御　　中
 

 

有限責任監査法人  ト　ー　マ　ツ  
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　原　　田　　誠　　司　　印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　西　　川　　福　　之　　印

 

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているマックスバリュ

中部株式会社の平成28年３月１日から平成29年２月28日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平成28年３月１

日から平成28年５月31日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成28年３月１日から平成28年５月31日まで)に係る四半期

連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記につい

て四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、マックスバリュ中部株式会社及び連結子会社の平成28年５月31日

現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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